　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2006年5月18日
日本原子力研究開発機構理事長　殿塚　猷一様

同 東濃地科学センター所長　大澤　正秀様　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　  埋めてはいけない！核のゴミ・実行委員会みずなみ　代表　市川千年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　核のゴミから土岐市を守る会　代表　永井新介

放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜　　代表　兼松秀代

2006年5月18日の申入書に係る質問書
記

１．鳥取県に提出した、ウラン残土レンガ計画に係る文書を提供されたい。

２．ウラン残土レンガの搬出先について

１）鳥取県への説明および記者会見で機構はどのように説明したのか、具体的に示されたい。

　　　鳥取県知事は搬出先として「詳しくは聞いてませんけども、例えば自社といいますか、機構の施設で使うとか、そんなことを考えて、そういうことも選択肢の一つとして考えておられるようですけどね。」（2006年4月13日臨時記者会見）と語っている。

　　　新聞も搬出先として“国内１０カ所ある同機構の事業所”（毎日新聞、朝日新聞各鳥取県内版、中日新聞、中国新聞2006年4月14日、北海道新聞2006年4月15日）、「県外十カ所の関連施設」（山陰中央新報2006年4月14日）で使う等と記載している。

　２）「機構の施設で使うとか」、“国内１０カ所ある同機構の事業所”で使う等の記載は誤解か、或いは誤報道か。

３．東濃地科学センターでのウラン残土レンガ使用について

　１）使用計画の有無について。

　２）使用の可否は機構のどこが判断するのか、具体的に示されたい。

　３）東濃地科学センターとしては管轄する施設や用地で使用する場合は、岐阜県や土岐市も瑞浪市の了解が必要と考えているか。

　　　　鳥取県知事は機構の計画を「検討に値する」と評価している。制裁金発生の前に鳥取県が受け入れを表明する可能性が非常に高い。鳥取県の判断により具体的に動き出す事業である。仮定の質問とせず、東濃地科学センターとしての現時点の判断を示されたい。

　４）使用すると判断した場合は、「東濃地科学センター」のみを指すのか、管轄する東濃の各施設や所有する用地での使用も可能と考えるか。

４．東濃地科学センターのウラン残土レンガに対する認識は、幌延深地層研究センターと同様、鉱山保安法には放射性廃棄物のカテゴリーがないので、法令上の放射性廃棄物に該当しないとの考えか。

５．1995年の四者協定は「研究所について、放射性廃棄物を持ち込むことや使用することは」しないとある。鉱山保安法に放射性廃棄物のカテゴリーがないので、ウラン残土レンガは放射性廃棄物に該当せず、東濃地科学センター、正馬様用地や研究所に持ち込んだり使用することに協定上の問題はないと考えるか。

６．岐阜県、土岐市、瑞浪市はウラン残土レンガ計画と岐阜県内の機構施設での使用をどのように受け止めていると、東濃地科学センターは認識しているか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上　　　　　　　　　　　　　　　　

　　勝手ながら2006年6月2日までに各項目ごとに回答下さるようお願いします。

　        連絡先　　放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜　兼松秀代　
